成年後見利用促進法などの成立

についての分会声明
　2016年4月に成年後見利用促進法、民法及び家事事件手続法の一部改正が賛成多数で可決成立した。私たち自立労働組合京都コミュニティソーシャルワーカー分会は、これらの法律が後見人の業務を拡大させ一切の責任を後見人に押し付けるものであり、行政の責任を放棄するものであり断固反対の意思を表明する。

　この法律によって被後見人の死亡後の財産の相続人の確定引継ぎまで後見人の業務として規定された。また、従前では後見人の業務とされていなかった被後見人の医療同意までが業務とされようとしている。本年の4月に改定された診療報酬では、2018年の医療介護同時報酬改定や総合医療計画をも見通し、療養病床の削減や医療区分の露骨な引き下げ、医療保険での給付制限などを行ってきている。このような状況の中で医療同意が後見人の業務とされると、被後見人の受ける一切の医療に責任を持たされるだけでなく、場合によっては家族から不法行為責任を追及されて損害賠償責任を負わされる可能性もある。

　私たち自立労働組合京都コミュニティソーシャルワーカー分会は、成年後見人制度が行政の責任を放棄し、一切の責任を後見人に負わせる制度であり、外注化そのものであるとして反対して闘ってきた。私たちはあくまでも外注化絶対反対を貫く。成年後見人として苦渋の業務を強いられている社会福祉士の仲間の皆さん！私たち自立労働組合京都コミュニティソーシャルワーカー分会に結集し、共に闘おう！
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